
JP 6329528 B2 2018.5.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処置具本体部および処置具ベース部を有する処置具ユニットと、
　前記処置具ユニットの処置具ベース部と着脱自在に結合される駆動ユニットと、
　を備え、
　前記処置具本体部は、
　　変位する可動部と、
　　前記可動部を有する挿入部と、
　　先端が前記可動部に連結され、基端が前記挿入部に沿って前記挿入部の基端側に誘導
され、前記基端に外部から駆動力が入力されることで、前記駆動力を前記可動部に伝えて
前記可動部を変位させる駆動力伝達部材と、
　　前記駆動力伝達部材と前記可動部との少なくとも何れか一方に先端が連結され、基端
が前記挿入部に沿って前記挿入部の基端側に誘導され、前記可動部が変位した際に、その
変位量を前記基端に伝える変位量伝達部材と、
　　を有し、
　前記処置具ベース部は、
　　前記挿入部の基端側が結合された処置具ユニット側ベース部材と、
　　前記処置具ユニット側ベース部材に設けられ、前記駆動力伝達部材の基端に対して、
前記可動部を変位させるための外部からの駆動力を入力する駆動力入力部と、
　　前記変位量伝達部材の基端に設けられ、前記変位量伝達部材の基端に伝達された変位
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量に応じた量だけ一定の方向に沿って変位する被変位量検出部と、
　　を有し、
　前記駆動ユニットは、
　　前記可動部を作動させる駆動力を発生する駆動源と、
　　前記駆動源を支持すると共に前記処置具ベース部の前記処置具ユニット側ベース部材
が着脱自在に連結される駆動ユニット側ベース部材と、
　　を有し、
　前記処置具ユニットと前記駆動ユニットの間には、
　　前記処置具ユニット側ベース部材が前記駆動ユニット側ベース部材に連結されたとき
、前記駆動源の出力部と前記駆動力入力部とを、前記駆動源の出力部から前記駆動力入力
部に動力伝達が可能となる状態で着脱自在に連結する動力伝達継手と、
　　前記処置具ユニット側ベース部材が前記駆動ユニット側ベース部材に連結されたとき
、前記被変位量検出部の変位量を検出できる状態となり且つ検出信号を前記駆動ユニット
側から出力できる状態となる変位量検出手段と、
　が設けられている処置具。
【請求項２】
　請求項１に記載の処置具であって、
　前記被変位量検出部が、前記処置具ユニット側ベース部材の前記駆動ユニット側ベース
部材との結合面に平行な方向に沿って移動自在に設けられ、
　前記変位量検出手段が、前記被変位量検出部の変位量を前記被変位量検出部に対して非
接触で検出する変位量検出手段として、前記駆動ユニット側の、前記処置具ユニット側ベ
ース部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結されたときに前記被変位量検出部に対
向する位置に設けられている
　処置具。
【請求項３】
　請求項２に記載の処置具であって、
　前記変位量検出手段を前記被変位量検出部に対にして位置決めする位置決め部が前記処
置具ユニットに設けられており、
　前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結されたとき
に、前記駆動ユニットに設けられた変位量検出手段を前記処置具ユニットに設けられた位
置決め部に付勢して位置決めする付勢手段が前記駆動ユニットに設けられている
　処置具。
【請求項４】
　請求項２に記載の処置具であって、
　前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結されたとき
に、前記駆動ユニットに設けられた変位量検出手段が嵌まることで、前記変位量検出手段
を前記被変位量検出部に対して位置決めする位置決め部が前記処置具ユニットに設けられ
ている
　処置具。
【請求項５】
　請求項２に記載の処置具であって、
　前記被変位量検出部の大きさが、前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット
側ベース部材とが連結される際の前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側
ベース部材の結合面に沿った方向の予想連結誤差よりも大きく設定されている処置具。
【請求項６】
　請求項１に記載の処置具であって、
　前記変位量検出手段が、前記処置具ユニットの、前記被変位量検出部に対向する位置に
設けられ、
　前記変位量検出手段の検出信号の送信部が前記処置具ユニットに設けられ、
　前記変位量検出手段の検出信号を前記送信部から受信して外部へ出力可能な受信部が、
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前記駆動ユニットの、前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材
とが連結されたときに前記送信部と前記検出信号の授受が可能な位置に設けられている処
置具。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、処置具に関する。
　本願は、２０１３年０３月２６日に、米国に仮出願された米国特許出願第６１／８０５
，２５６号に基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、病変の切除などの外科的処置を施すための手術用機器として、屈曲自在な長尺の
挿入部の先端に可動部を備えた処置具が知られている。また、挿入部の先端に設けられた
可動部を、サーボモータ等の駆動源の発する駆動力によって作動させる処置具が知られて
いる。駆動源の発する駆動力によって可動部を作動させる処置具では、挿入部に沿って配
されたワイヤ等の動力伝達部材によって駆動力が可動部まで伝達されるように構成されて
いる。可動部は、検出手段が検出する可動部の変位量に基づいて所望の動きをするように
制御される。
【０００３】
　特許文献１には、処置具側のユニットと、駆動源を備えた駆動部側のユニットとが着脱
自在に連結される処置具が開示されている。特許文献１に記載の処置具では、駆動源の出
力部と、駆動源の出力を前記動力伝達部材へ入力する入力部とがカップリングを介して着
脱自在に連結される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】

【特許文献１】米国特許８１０５３３８号公報
【特許文献２】日本国日本国特開２０１０－２２０６８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】

　特許文献１の処置具においては、処置具側のユニットと駆動部側のユニットとに分割さ
れ、ユニット間が着脱自在に連結される構成であると、処置具側のユニットの交換や使い
捨てが可能になる。また、処置具側のユニットの滅菌が、駆動部側のユニットに関係なく
便利になる。
　この処置具において、処置具側のユニットの可動部の変位量を駆動部側のユニットで検
出しようとした場合、可動部を作動させる駆動ワイヤの基端の変位量を検出するのが簡易
である。しかし、可動部に駆動力が伝達されるとき、駆動ワイヤには大きな力が加わる。
駆動ワイヤに大きな力が加わると、駆動ワイヤが伸びる場合がある。駆動ワイヤが伸びる
と、駆動ワイヤの基端の変位量が可動部の変位量を正確に反映しなくなる。従って、可動
部の変位量が正確に検出されなくなる。　
【０００６】

　特許文献２には、駆動ワイヤとは別にセンシング用ワイヤを用いる例が開示されている
。センシング用ワイヤには駆動力が作用しないので、センシング用ワイヤを用いて可動部
の変位量を正確に検出することができる。
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　しかし、処置具側のユニットと駆動部側のユニットとが別に構成され、両ユニットが着
脱自在に連結される処置具に、センシング用ワイヤが適用された場合、次の課題が発生す
る。すなわち、センシング用ワイヤの端末の変位量を反映する被変位量検出部と、この被
変位量検出部の変位量を検出する変位量検出手段との位置関係が、ユニット同士の結合の
際にズレを起こす可能性がある。その結果、可動部の変位量の検出精度が低下するおそれ
がある。
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであって、可動部の変位量の検出精度を低下
させることなく、駆動ユニットに対する処置具ユニットの着脱が可能な処置具の提供を目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の第１の態様によれば、処置具は、処置具本体部および処置具ベース部を有する
処置具ユニットと、前記処置具ユニットの処置具ベース部と着脱自在に結合される駆動ユ
ニットと、を備え、前記処置具本体部は、変位する可動部と、前記可動部を有する挿入部
と、先端が前記可動部に連結され、基端が前記挿入部に沿って前記挿入部の基端側に誘導
され、前記基端に外部から駆動力が入力されることで、前記駆動力を前記可動部に伝えて
前記可動部を変位させる駆動力伝達部材と、前記駆動力伝達部材と前記可動部との少なく
とも何れか一方に先端が連結され、基端が前記挿入部に沿って前記挿入部の基端側に誘導
され、前記可動部が変位した際に、その変位量を前記基端に伝える変位量伝達部材と、を
有し、前記処置具ベース部は、前記挿入部の基端側が結合された処置具ユニット側ベース
部材と、前記処置具ユニット側ベース部材に設けられ、前記駆動力伝達部材の基端に対し
て、前記可動部を変位させるための外部からの駆動力を入力する駆動力入力部と、前記変
位量伝達部材の基端に設けられ、前記変位量伝達部材の基端に伝達された変位量に応じた
量だけ一定の方向に沿って変位する被変位量検出部と、を有し、前記駆動ユニットは、前
記可動部を作動させる駆動力を発生する駆動源と、前記駆動源を支持すると共に前記処置
具ベース部の前記処置具ユニット側ベース部材が着脱自在に連結される駆動ユニット側ベ
ース部材と、を有し、前記処置具ユニットと前記駆動ユニットの間には、前記処置具ユニ
ット側ベース部材が前記駆動ユニット側ベース部材に連結されたとき、前記駆動源の出力
部と前記駆動力入力部とを、前記駆動源の出力部から前記駆動力入力部に動力伝達が可能
となる状態で着脱自在に連結する動力伝達継手と、前記処置具ユニット側ベース部材が前
記駆動ユニット側ベース部材に連結されたとき、前記被変位量検出部の変位量を検出でき
る状態となり且つ検出信号を前記駆動ユニット側から出力できる状態となる変位量検出手
段と、が設けられている。
【０００９】
　本発明の第２の態様によれば、上記第１の態様において、前記被変位量検出部が、前記
処置具ユニット側ベース部材の前記駆動ユニット側ベース部材との結合面に平行な方向に
沿って移動自在に設けられ、前記変位量検出手段が、前記被変位量検出部の変位量を前記
被変位量検出部に対して非接触で検出する変位量検出手段として、前記駆動ユニット側の
、前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結されたとき
に前記被変位量検出部に対向する位置に設けられていてもよい。
【００１０】

　本発明の第３の態様によれば、上記第２の態様において、前記変位量検出手段を前記被
変位量検出部に対にして位置決めする位置決め部が前記処置具ユニットに設けられており
、前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結されたとき
に、前記駆動ユニットに設けられた変位量検出手段を前記処置具ユニットに設けられた位
置決め部に付勢して位置決めする付勢手段が前記駆動ユニットに設けられていてもよい。
【００１１】
　本発明の第４の態様によれば、上記第２の態様において、前記処置具ユニット側ベース
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部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結されたときに、前記駆動ユニットに設けら
れた変位量検出手段が嵌まることで、前記変位量検出手段を前記被変位量検出部に対して
位置決めする位置決め部が前記処置具ユニットに設けられていてもよい。
【００１２】
　本発明の第５の態様によれば、上記第２の態様において、前記被変位量検出部の大きさ
が、前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結される際
の前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材の結合面に沿った方
向の予想連結誤差よりも大きく設定されていてもよい。
【００１３】
　本発明の第６の態様によれば、上記第１の態様において、前記処置具は、前記変位量検
出手段が、前記処置具ユニットの、前記被変位量検出部に対向する位置に設けられ、前記
変位量検出手段の検出信号の送信部が前記処置具ユニットに設けられ、前記変位量検出手
段の検出信号を前記送信部から受信して外部へ出力可能な受信部が、前記駆動ユニットの
、前記処置具ユニット側ベース部材と前記駆動ユニット側ベース部材とが連結されたとき
に前記送信部と前記検出信号の授受が可能な位置に設けられていてもよい。
【発明の効果】
【００１４】

　上記各態様によれば、可動部の変位量の検出精度を低下させることなく、駆動ユニット
に対する処置具ユニットの着脱が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第１実施形態の処置具の全体概要を模式的に示す構成図である。
【図２】本発明の第１実施形態の処置具の被変位量検出部と変位量検出手段の関係を示す
斜視図である。
【図３】本発明の第１実施形態の処置具の全体概要を模式的に示す構成図である。
【図４】図３のＡ－Ａ矢視断面図である。
【図５】本発明の第１実施形態の処置具の被変位量検出部と変位量検出手段の関係を示す
斜視図である。
【図６】図５のＢ－Ｂ矢視断面図である。
【図７】本発明の第２実施形態の処置具における要部構成図である。
【図８】本発明の第３実施形態の処置具における要部構成図である。
【図９】本発明の第４実施形態の処置具における要部構成図である。
【図１０】本発明の第５実施形態の処置具における要部構成図である。
【図１１】本発明の第６実施形態の処置具の全体概要を模式的に示す構成図である。
【図１２】本発明の第６実施形態の被変位量検出部と変位量検出手段の関係を示す斜視図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】

（第１実施形態）
　本発明の第１実施形態の処置具について説明する。
　図１は、第１実施形態の処置具の全体概要を模式的に示す構成図である。図２は、同処
置具の被変位量検出部と変位量検出手段の関係を示す斜視図である。図３は、同処置具の
全体概要を模式的に示す構成図である。図４は、図３のＡ－Ａ矢視断面図である。
【００１７】
　図１および図３に示すように、本実施形態の処置具Ｍ１は、処置具ユニット１と駆動ユ
ニット５０とを備えている。処置具ユニット１は、処置具本体部１０および処置具ベース
部２０を備える。駆動ユニット５０には、処置具ユニット１の処置具ベース部２０が着脱
自在に結合される。
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【００１８】
　処置具本体部１０は、屈曲自在な軟性構造の挿入部１１を有している。挿入部１１は、
例えば複数の関節を有しており、各関節において屈曲することにより全体として自在に湾
曲する。挿入部１１の先端には可動部１２が設けられている。本明細書では、可動部１２
が設けられている側を先端側とし、処置具ベース部２０側を基端側として説明する。
【００１９】
　図３に示すように、本実施形態における可動部１２は、後述する駆動ワイヤ３１の移動
（矢印Ｘ１、Ｘ２方向）によって挿入部１１の中心軸線に対して変位（矢印Ｘ１０方向に
回動動作）する。このように可動部１２が変位することにより、挿入部１１が湾曲動作さ
れる。可動部１２には、把持部１２Ａとリンク１３とを有する鉗子が設けられている。鉗
子の把持部１２Ａは、リンク１３の基端に接続されたワイヤ１３Ａによる挿入部１１の中
心軸線方向（矢印Ｘ３、Ｘ４方向）の移動に応じて開閉動作（矢印Ｘ５、Ｘ６方向）する
。ワイヤ１３Ａは、不図示のモータなど、公知の機構により動作される。
【００２０】
　挿入部１１の中には、駆動ワイヤ３１及びセンシング用ワイヤ３２が挿通されている。
駆動ワイヤ３１及びセンシング用ワイヤ３２は、それぞれワイヤガイド３３、３４によっ
て案内されることで、挿入部１１の長手軸に沿って進退自在である。
【００２１】
　駆動ワイヤ３１は、挿入部１１の先端部を湾曲させるための駆動力伝達部材である。本
実施形態では、２本の駆動ワイヤ３１が挿入部１１内に挿通されている。各駆動ワイヤの
先端３１ａは挿入部１１の先端の可動部１２に固定されている。各駆動ワイヤ３１の基端
３１ｂは、処置具ベース部２０に設けられたプーリ３５の外周面に固定されている。駆動
ワイヤ３１は、両端が挿入部１１の先端の可動部１２に固定され、プーリ３５を介して中
間部が処置具ベース部２０に配されたＵ字状であってもよい。
　各駆動ワイヤ３１の先端３１ａは、挿入部１１の先端の可動部１２において挿入部１１
の径方向に対向する位置に固定されており、２本の駆動ワイヤ３１の一方が基端側へ牽引
されると、挿入部１１の先端は、牽引された駆動ワイヤ３１側へ向かって湾曲する。
【００２２】
　センシング用ワイヤ３２は、可動部１２の変位、つまり挿入部１１の先端部分（関節を
有する部分）の湾曲量を検出するために設けられた変位量伝達部材である。センシング用
ワイヤ３２の先端３２ａは挿入部１１の先端の可動部１２に固定されており、センシング
用ワイヤ３２の基端は処置具ベース部２０において被変位量検出部４０に接続されている
。
【００２３】
　センシング用ワイヤ３２は、センシング用ワイヤ３２の伸びが、センシング用ワイヤ３
２の基端３２ｂ側に極力影響しないように、無用な外力を受けない構成である。例えば、
センシング用ワイヤ３２は、挿入部１１の先端の可動部１２と被変位量検出部４０との２
箇所のみに固定され、センシング用ワイヤ３２の両端以外の部分は、摺動抵抗を低減する
ためのコーティングを有していてもよい。
【００２４】
　ワイヤガイド３３は、駆動ワイヤ３１の経路を規定して駆動ワイヤ３１をガイドする可
撓性を備えた筒状部材である。駆動ワイヤ３１のワイヤガイド３３は、たとえばコイルパ
イプによって形成されている。
　ワイヤガイド３４は、センシング用ワイヤ３２の経路を規定してセンシング用ワイヤ３
２をガイドする可撓性を備えた筒状部材である。センシング用ワイヤ３２のワイヤガイド
３４は、たとえばコイルパイプや金属パイプによって形成されている。また、ワイヤガイ
ド３４内面とセンシング用ワイヤ３２の外面に、互いの摩擦が小さくなるような表面処理
等が施されていてもよい。
【００２５】
　処置具ベース部２０は、処置具本体部１０の挿入部１１の基端側が結合された処置具ユ
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ニット側ベース部材２１を備える。処置具ベース部２０上には、ワイヤガイド３３から駆
動ワイヤ３１の基端３１ｂが導出されている。処置具ユニット側ベース部材２１には、各
駆動ワイヤ３１の各基端３１ｂが巻回されたプーリ（駆動力入力部）３５が設けられてい
る。プーリ３５は、駆動ワイヤ３１の基端３１ｂに対して、挿入部１１の先端の可動部１
２に対する牽引力となる力（例えば、外部からの回転駆動力）を受けて入力する駆動力入
力部である。
【００２６】
　図４に示すように、プーリ３５は、軸受３７を介して処置具ユニット側ベース部材２１
に回転自在に支持されている。駆動ワイヤ３１は、プーリ３５が回転することによって、
図３に示すように、矢印Ｘ１方向へ押されたり矢印Ｘ２方向へ引かれたりする。
【００２７】
　また、図３に示すように、処置具ベース部２０上には、ワイヤガイド３４からセンシン
グ用ワイヤ３２の基端３２ｂが導出されている。センシング用ワイヤ３２の基端３２ｂに
は、被変位量検出部４０が連結されている。被変位量検出部４０は、センシング用ワイヤ
３２の基端３２ｂに伝達された変位量分だけ変位する部材である。被変位量検出部４０は
、スライドガイド機構４５により、一定の方向に変位するように処置具ユニット側ベース
部材２１にスライド自在に支持されている。
【００２８】
　駆動ユニット５０は、駆動ユニット側ベース部材５１を有する。駆動ユニット側ベース
部材５１には、処置具ユニット１の可動部１２を作動させるための駆動力を発生する駆動
モータ（駆動源）５５が設けられている。
　駆動ユニット側ベース部材５１には、駆動ユニット５０に対して処置具ユニット１が連
結されたときに、駆動ユニット側ベース部材５１と処置具ユニット側ベース部材２１とが
互いに合わさる結合面５１ａが設けられている。同様に、処置具ユニット側ベース部材２
１には、駆動ユニット５０に対して処置具ユニット１が連結されたときに、駆動ユニット
側ベース部材５１と処置具ユニット側ベース部材２１とが互いに合わさる結合面２１ａが
設けられている。
　駆動ユニット５０と処置具ユニット１は、駆動ユニット側ベース部材５１と処置具ユニ
ット側ベース部材２１の結合面５１ａ、２１ａ同士を合わせた状態で、図示しないボルト
やクランプ機構によって結合されるようになっている。
【００２９】
　駆動ユニット５０には、処置具ユニット側ベース部材２１が駆動ユニット側ベース部材
５１に連結されたとき、被変位量検出部４０の変位量を非接触で検出できる状態となる変
位量検出手段６０が設けられている。変位量検出手段６０は、被変位量検出部４０の変位
量を検出した信号を駆動ユニット５０側から出力する。例えば、変位量検出手段６０は、
光学式のエンコーダを有する。
【００３０】
　図２に示すように、変位量検出手段６０は、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユ
ニット側ベース部材５１とが連結されたときに、被変位量検出部４０の被検出面４０ａに
対向する位置に設けられている。被変位量検出部４０は、処置具ユニット側ベース部材２
１の結合面２１ａに平行な方向にスライド自在に設けられている。被変位量検出部４０の
被検出面４０ａは、処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに平行な平面として
形成されている。
【００３１】
　被変位量検出部４０の被検出面４０ａには、変位量検出手段６０が被検出面４０ａに向
けて検出光６１を照射した際に強く反射する高反射部４０ｂと、弱く反射する低反射部４
０ｃとが設けられている。高反射部４０ｂと低反射部４０ｃとは、被変位量検出部４０の
スライド方向に交互に一定ピッチで配列されている。従って、変位量検出手段６０は、被
変位量検出部４０がスライドした際の反射光の強弱をカウントすることにより、被変位量
検出部４０の変位量を検出することができるようになっている。



(8) JP 6329528 B2 2018.5.23

10

20

30

40

50

【００３２】
　図４に示すように、駆動ユニット５０と処置具ベース部２０との間には、駆動モータ５
５の出力軸（出力部）５５ａとプーリ３５の回転軸３５ａとを着脱自在に連結するカップ
リング（動力伝達継手）７０が設けられている。カップリング７０は、回転力を伝達可能
な、たとえば凹凸嵌合式のカップリングである。カップリング７０は、駆動モータ５５の
出力軸５５ａ側に設けられた第１連結部５６と、プーリ３５の回転軸３５ａ側に設けられ
た第２連結部３６とから構成されている。処置具ユニット側ベース部材２１が駆動ユニッ
ト側ベース部材５１に連結されたときに、第１連結部５６と第２連結部３６とは互いに嵌
合して、駆動モータ５５の出力軸５５ａからプーリ３５に回転動力を伝達できる状態とな
る。
【００３３】
　図５は、実施形態の処置具Ｍ１の被変位量検出部４０と変位量検出手段６０の関係を示
す斜視図である。図６は図５のＢ－Ｂ矢視断面図である。
　図５および図６に示すように、処置具ユニット側ベース部材２１にはブラケット４６が
設けられている。ブラケット４６には、スライドガイド機構４５を介して、スライド部材
４１が取り付けられている。スライド部材４１には、スライド部材４１のスライド方向に
平行で且つ処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに平行に被変位量検出部４０
が設けられている。
【００３４】
　スライドガイド機構４５は、ブラケット４６に固定されたガイドレール４２と、ガイド
レール４２に沿って直線案内されるスライダ４３とを有する直線ガイド機構４４によって
構成されている。被変位量検出部４０が設けられたスライド部材４１は、直線ガイド機構
４４のスライダ４３に取り付けられている。これにより、スライド部材４１は、スライド
ガイド機構４５を介して、直動ガイド機構４４のガイドレール４２が延びる方向（矢印Ｘ
７、Ｘ８方向）にスライド自在に処置具ユニット側ベース部材２１に支持されている。
【００３５】
　また、ブラケット４６に固定されたピン４７と、スライド部材４１に固定されたピン４
８との間には、引張スプリング４９が設けられている。これにより、スライド部材４１は
、センシング用ワイヤ３２を基端側（矢印Ｘ８方向）へ牽引するように常に付勢されてい
る。センシング用ワイヤ３２の基端３２ｂは、スライド部材４１における先端側（矢印Ｘ
７側）の端部に連結されている。センシング用ワイヤ３２は、引張スプリング４９の引張
力により、弛みが除去された状態で保持されている。引張スプリング４９の引張力の大き
さは、駆動モータ５５から駆動ワイヤ３１，可動部１２，センシング用ワイヤ３２，及び
スライド部材４１を介して伝わる牽引力によってスライド部材４１がガイドレール４２に
沿って先端側へと移動できる程度に設定されている。
【００３６】
　変位量検出手段６０は、ブラケット５２を介して駆動ユニット側ベース部材５１に取り
付けられている。変位量検出手段６０の検出部（検出光６１を出射し反射光を受光する部
分）は、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース部材５１とが連結され
たとき、被変位量検出部４０の被検出面４０ａ（図２参照）に向けて検出光６１を照射で
きる。
【００３７】
　本実施形態の処置具Ｍ１の作用について説明する。
　本処置具Ｍ１を使用する場合、使用者は、処置具ユニット１の処置具ベース部２０と駆
動ユニット５０とを結合する。結合は、処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａ
と駆動ユニット側ベース部材５１の結合面５１ａとを互いに合わせた状態で行われる。処
置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース部材５１とが互いに連結されると
、カップリング７０の第１連結部５６と第２連結部３６とが連結される。これにより、駆
動モータ５５の回転駆動力がプーリ３５に伝達可能な状態となる。
【００３８】
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　また、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース部材５１とが連結され
ると、駆動ユニット５０側の変位量検出手段６０の検出部が、処置具ベース部２０の被変
位量検出部４０に対向する。従って、変位量検出手段６０が、被変位量検出部４０のスラ
イド方向の変位量を検出可能な状態となる。
　この状態において、駆動モータ５５が回転すると、駆動モータ５５の回転がプーリ３５
に伝達される。プーリ３５が回転すると、図３の矢印Ｘ１、Ｘ２方向に駆動ワイヤ３１が
進退動作する。駆動ワイヤ３１が進退動作すると、挿入部１１の先端部分が矢印Ｘ１０方
向に湾曲動作する。
【００３９】
　一方、挿入部１１の先端部分が矢印Ｘ１０方向に湾曲動作すると、センシング用ワイヤ
３２の基端３２ｂと一緒にスライド部材４１および被変位量検出部４０が矢印Ｘ７、Ｘ８
方向に変位する。被変位量検出部４０が変位した際、その変位量は変位量検出手段６０に
より検出される。変位量検出手段６０が検出した変位量の検出信号は、必要に応じて外部
に出力される。
【００４０】
　本実施形態では、センシング用ワイヤ３２のワイヤガイド３４の先端を、図３に示すよ
うに、複数の関節のうち基端側の関節の近傍までの位置として、これより先の部分の湾曲
量を検出するようにしているが、ワイヤガイド３４の先端を先端側に延ばして、これより
先の変位量を検出するようにしても良い。例えば、ワイヤガイド３４の先端を可動部１２
の近傍までの位置として、この先である可動部１２の回動量を検出する。
【００４１】
　本実施形態の処置具Ｍ１では、被変位量検出部４０が処置具ユニット１側に設けられて
いる。一方、変位量検出手段６０が駆動ユニット５０側に設けられている。従って、処置
具ユニット１と駆動ユニット５０とが連結されたときに、被変位量検出部４０と変位量検
出手段６０の対応関係にずれが生じる可能性がある。
　しかし、本実施形態の処置具Ｍ１では、被変位量検出部４０のスライド方向が、処置具
ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに平行な方向に設定されている。また、変位量
検出手段６０は、被変位量検出部４０の変位量を非接触で検出できる。従って、結合面２
１ａに沿った方向の組付誤差やズレ等がたとえあっても、変位量検出手段６０は、原点調
整が行われるだけで、被変位量検出部４０の変位量を正確に検出することができる。
　そのため、本処置具Ｍ１によれば、可動部１２の変位量の検出精度を低下させることな
く、駆動ユニット５０に対する処置具ユニット１の着脱ができるようになる。
【００４２】
　上記実施形態では、被変位量検出部４０の例として、高反射部４０ｂと低反射部４０ｃ
とが一定ピッチで交互に配列された被変位量検出部４０の例が示されているが、それ以外
の被変位量検出部も採用可能である。例えば、高反射部４０ｂと低反射部４０ｃの代わり
に、スリットが形成された被変位量検出部も採用可能である。
【００４３】
　また、上記実施形態では、非接触式の変位量検出手段６０の例として、光学式のエンコ
ーダが挙げられているが、それ以外の検出手段として、磁気的に変位量を検出するセンサ
が使用可能である。磁気的に変位量を検出する磁気センサが使用される場合は、被変位量
検出部の高反射部４０ｂと低反射部４０ｃとの配列の代わりに、磁石が配列されたセンサ
が使用される。
　また、上記実施形態では、被変位量検出部４０と変位量検出手段６０の組み合わせとし
て、デジタル式に変位量を検出する組み合わせが使用されている。しかし、アナログ式に
変位量を検出する被変位量検出部４０と変位量検出手段６０の組み合わせが使用されてい
てもよい。
【００４４】
（第２実施形態）
　次に、本発明の第２実施形態の処置具Ｍ２について説明する。以下に説明する各実施形
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態において、上述の第１実施形態と同様の構成要素には、同一の符号を付して重複する説
明を省略する。
【００４５】
　図７は、本発明の第２実施形態の処置具における要部構成図である。
　図７に示すように、本処置具Ｍ２においては、変位量検出手段６０は、駆動ユニット側
ベース部材５１に一端が固定されたバネ６８によって、駆動ユニット側ベース部材５１の
結合面５１ａに対して移動可能に設けられている。すなわち、バネ６８の前記一端は、駆
動ユニット側ベース部材５１に固定され、バネ６８の他端は、変位量検出手段６０に固定
されている。また、変位量検出手段６０は、バネ６８によって、ブラケット４６の端面に
押し付けられている。ブラケット４６の端面は、変位量検出手段６０と被検出面４０ａと
の距離を規定する。それ以外の構成は、第１実施形態と同様である。
【００４６】
　本実施形態でも上述の第１実施形態と同様の効果を奏する。
　さらに、本実施形態の処置具Ｍ２では、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニッ
ト側ベース部材５１とが連結されたときに、駆動ユニット５０側の変位量検出手段６０が
、処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに押し付けられる。従って、本処置具
Ｍ２は、結合面２１ａに直交する方向の変位量検出手段６０と被変位量検出部４０の位置
関係のずれを生じないようにすることができる。そのため、可動部１２の変位量の検出精
度が低下しにくい。
【００４７】
　上記実施形態では、バネ６８の付勢力で変位量検出手段６０が処置具ユニット側ベース
部材２１の結合面２１ａに押し付けられている。しかし、磁石の磁力で、変位量検出手段
６０が処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに押し付けられていてもよい。
【００４８】
（第３実施形態）
　次に、本発明の第３実施形態の処置具Ｍ３について説明する。
　図８は、本発明の第３実施形態の処置具における要部構成図である。
　図８に示すように、本処置具Ｍ３においては、第２実施形態と同様に、変位量検出手段
６０が、駆動ユニット側ベース部材５１の結合面５１ａに直交する方向に移動可能に設け
られている。バネ６８の一端は、駆動ユニット側ベース部材５１に固定されている。変位
量検出手段６０は、バネ６８の他端に固定されており、駆動ユニット側ベース部材５１に
対して移動可能である。さらに、変位量検出手段６０は、駆動ユニット側ベース部材５１
のスライド孔５８の中に収容される。
【００４９】
　変位量検出手段６０は、駆動ユニット５０に設けられたバネ６８によって、処置具ベー
ス部２０の被変位量検出部４０に向けて付勢されている。また、変位量検出手段６０の位
置決め部として、処置具ベース部２０に、入口がテーパ６２となった位置決め孔６３が設
けられている。位置決め孔６３の奥端には、突当壁６４が設けられている。突当壁６４に
は貫通孔６５が設けられている。
【００５０】
　本実施形態においても上述の第１実施形態と同様の効果を奏する。
　さらに、本実施形態の処置具Ｍ３では、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニッ
ト側ベース部材５１とが連結されたときに、駆動ユニット５０側の変位量検出手段６０が
、処置具ベース部２０の位置決め孔６３にテーパ６２で誘導されながら挿入される。挿入
された変位量検出手段６０は、位置決め孔６３の周壁で位置が規制されることにより、被
変位量検出部４０に対して、処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに平行な面
内で位置決めされる。また、変位量検出手段６０の先端が突当壁６４に突き当たることで
、被変位量検出部４０に対して、処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに直交
する方向に位置決めされる。
【００５１】
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　従って、本処置具Ｍ３は、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース部
材５１とが連結されたとき、結合面２１ａに平行な方向の変位量検出手段６０と被変位量
検出部４０との位置ずれを生じないようにすることができる。また、本処置具Ｍ３は、結
合面２１ａに直交する方向の変位量検出手段６０と被変位量検出部４０との位置ずれを生
じないようにすることができる。そのため、可動部１２の変位量の検出精度低下が防止さ
れる。
【００５２】
（第４実施形態）
　次に、本発明の第４実施形態の処置具Ｍ４について説明する。
　図９は、本発明の第４実施形態の処置具における要部構成図である。
　図９に示すように、本処置具Ｍ４においては、第２、第３実施形態と同様に、変位量検
出手段６０が駆動ユニット側ベース部材５１の結合面５１ａに直交する方向に移動可能に
設けられている。
【００５３】
　変位量検出手段６０は、駆動ユニット５０に設けられたバネ６８によって、処置具ベー
ス部２０の被変位量検出部４０に向けて付勢されている。また、変位量検出手段６０の位
置決め部として、処置具ベース部２０に、入口が広くなったテーパ状の多角形の位置決め
孔６３が設けられている。また、変位量検出手段６０の外周面の形状は、前記位置決め孔
６３に隙間なく嵌合するテーパ形状に形成されている。
【００５４】
　本実施形態においても、上述の第１実施形態と同様の効果を奏する。
　さらに、本実施形態の処置具Ｍ４では、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニッ
ト側ベース部材５１とが連結されたときに、駆動ユニット５０側の変位量検出手段６０が
、処置具ベース部２０の位置決め孔６３に嵌合される。嵌合された変位量検出手段６０は
、位置決め孔６３の周壁で位置が規制されることにより、被変位量検出部４０に対して、
処置具ユニット側ベース部材２１の結合面２１ａに平行な面内で位置決めされる。また、
変位量検出手段６０は、被変位量検出部４０に対して、処置具ユニット側ベース部材２１
の結合面２１ａに直交する方向に位置決めされる。 
【００５５】
　従って、本処置具Ｍ４は、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース部
材５１とが連結されたとき、結合面２１ａに平行な方向の変位量検出手段６０と被変位量
検出部４０との位置ずれを生じないようにすることができる。また、本処置具Ｍ４は、結
合面２１ａに直交する方向の変位量検出手段６０と被変位量検出部４０との位置ずれを生
じないようにすることができる。そのため、可動部１２の変位量の検出精度低下が防止さ
れる。
【００５６】
（第５実施形態）
　次に、本発明の第５実施形態の処置具Ｍ５について説明する。
　図１０は、本発明の第５実施形態の処置具における要部構成図である。
　図１０に示すように、本処置具Ｍ５においては、被変位量検出部４０の矩形の被検出面
４０ａの大きさに特徴がある。例えば、被検出面４０ａの、被変位量検出部４０のスライ
ド方向（矢印Ｘ７、Ｘ８方向）の大きさを寸法４０Ｘとし、被検出面４０ａの、被変位量
検出部４０のスライド方向と直交する方向（矢印Ｙ方向）の大きさを寸法４０Ｙとしたと
きに、寸法４０Ｘ、４０Ｙは、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース
部材５１とが連結される際の結合面２１ａ、５１ａに沿った方向の予想連結誤差よりも大
きく設定されている。
【００５７】
　この処置具Ｍ５では、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース部材５
１とが連結された際に結合面２１ａ、５１ａに沿った方向のズレが生じた場合にも、被変
位量検出部４０と変位量検出手段６０とが適切に対応する。すなわち、結合面２１ａ、５
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１ａに沿った方向のズレが生じていても被変位量検出部４０は変位量検出手段６０からの
検出光６１が適切な位置に到達するように構成されている。従って、本実施形態において
も、処置具ユニット側ベース部材２１と駆動ユニット側ベース部材５１との位置ズレの影
響を受けることなく可動部１２の位置検出が可能になる。
【００５８】
（第６実施形態）
　次に、本発明の第６実施形態の処置具Ｍ６について説明する。
　図１１は、本発明の第６実施形態の処置具の全体概要を模式的に示す構成図である。図
１２は、同処置具の被変位量検出部と変位量検出手段の関係を示す斜視図である。
【００５９】
　上記第１～第４実施形態では、駆動ユニット５０側に変位量検出手段６０が装備されて
いた。それに対し、図１１および図１２に示すように、本実施形態の処置具Ｍ６の処置具
ユニット１０１では、変位量検出手段６０が駆動ユニット１５０ではなく、処置具ベース
部１２０に装備されている。また、処置具ベース部１２０には、変位量検出手段６０を送
信する送信部１６０が設けられている。一方、駆動ユニット１５０には、送信部１６０が
出力する検出信号を受信して外部に取り出すことのできる受信部１７０が設けられている
。
【００６０】
　送信部１６０と受信部１７０とは、処置具ユニット側ベース部材２１が駆動ユニット側
ベース部材５１に連結されたとき、受信可能な状態となる。送信部１６０と受信部１７０
としては、処置具ユニット側ベース部材２１が駆動ユニット側ベース部材５１に連結され
たときに、互いに導通する接点を持つ有線式が採用可能である。それ以外に、送信部１６
０と受信部１７０としては、無線式も採用可能である。
【００６１】
　本実施形態の処置具Ｍ６では、処置具ベース部１２０に、変位量検出手段６０と被変位
量検出部４０とが共に装備されているので、処置具ユニット１０１と駆動ユニット１５０
の組み合わせに関係なく、固体した対応関係にある。従って、変位量検出手段６０は、処
置具ユニット１０１と駆動ユニット１５０の組み合わせによる誤差やズレを影響を受けず
に、可動部１２の変位量を精度良く検出できる。
【００６２】
　上記実施形態では、可動部１２の変位として湾曲を例に取って説明したが、これに限ら
ず、例えば可動部１２に設けられた把持部１２Ａの開閉量を変位として検出しても良い。
この場合、センシング用ワイヤ３２の先端３２ａをリンク１３近傍のワイヤ１３Ａに連結
するのが好ましい。さらに、可動部１２（挿入部１１の先端）及びワイヤ１３Ａのそれぞ
れにセンシング用ワイヤ３２の先端３２ａを連結することで、湾曲及び開閉の両方の変位
を検出しても良い。
　また、可動部１２の機構としては、上記湾曲、開閉に限らず、例えば直動であっても良
い。さらに、可動部１２の位置も挿入部１１の先端に限らず、例えば直動機構を挿入部１
１の途中に位置させても良い。
【００６３】
　以上、本発明の好ましい実施形態を説明したが、本発明はこれら実施形態に限定される
ことはない。本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、構成の付加、省略、置換、およびその他
の変更が可能である。
　また、本発明は前述した説明によって限定されることはなく、添付のクレームの範囲に
よってのみ限定される。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　上記各実施形態によれば、可動部の変位量の検出精度を低下させることなく、駆動ユニ
ットに対する処置具ユニットの着脱が可能となる。
【符号の説明】
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【００６５】
　Ｍ１　処置具
　１　処置具ユニット
　１０　処置具本体部　１１　挿入部

　１２　可動部
　２０　処置具ベース部
　２１　処置具ユニット側ベース部材
　３１　駆動ワイヤ（駆動力伝達部材）
　３２　センシング用ワイヤ（変位量伝達部材）
　３５　プーリ（駆動力入力部）
　４０　被変位量検出部
　５０　駆動ユニット
　５１　駆動ユニット側ベース部材
　５５　駆動モータ（駆動源）
　６０　変位量検出手段
　７０　カップリング（動力伝達継手）

【図１】 【図２】
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